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成長戦略の一端を担う
米国のＦＴＡ

土屋 貴裕

米国は輸出を増やすために、米国企業の活動の舞台を海外企業と公平さ

を保つことを目指す通商政策の一つとしてＦＴＡを選択してきた。米国の

ＦＴＡの多くは、ブッシュ（子）政権の時期に交渉、締結されてきた。

オバマ政権は、金融危機以降に輸出倍増戦略を発し、ブッシュ（子）政

権時に締結されたＦＴＡを批准し、ＴＰＰ交渉や対欧州ＦＴＡなどの交渉

に入る。だが、徐々に通商ルールの策定などを重視するようになっていく。

その背景には、国内製造業の復活を目指す動きがある。国内製造業の復活

を求めることは、生産性を高め、量的、質的に低下してきた製造業の雇用

の拡大と、賃金上昇による国民生活の水準向上という国内からの要請も含

まれているとみられる。

米国のＦＴＡ戦略は、先進的製造業の技術革新、対米投資、高度人材育

成計画などと組み合わせることで、輸出や雇用の量的拡大のみならず、製

造業の復活とサービスセクターへの波及を通じて雇用の質的拡大を図って

いる。さらなる米国内での投資を促し、中長期的な経済成長を促し、競争

力の強化を担う成長戦略の一端を担っていると考えられる。
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はじめに
日本で関心の高い環太平洋パートナーシップ協

定（ Ｔ Ｐ Ｐ：Trans-Pacific Partnership） は、 米

国のオバマ政権と連邦議会にとっても重要課題で

あり、それはアジア太平洋地域が米国のみなら

ず、世界において経済的な重要地域となっている

ためである。米国は、ＴＰＰがアジア太平洋地域

への貿易と投資の拡大につながる好機として重視

しており、2010 年３月の第１回目からＴＰＰ交

渉会合に参加している。本稿では米国がＴＰＰを

含むＦＴＡ（Free Trade Agreement：自由貿易協

定）にどのようなアプローチで臨んでいるかを検

討したい。ＦＴＡ交渉を進める背景として、ＮＥ

Ｉ（National Export Initiative：国家輸出イニシア

ティブ）を踏まえたＦＴＡ戦略があることに注目

したい。

１章で、主にＦＴＡにまつわる米国通商政策に

ついて、2008 年前後から深刻化した金融危機以

前を中心に簡単に振り返る。２章では金融危機以

降、オバマ政権が輸出倍増戦略を発し、ＴＰＰ交

渉や対欧州ＦＴＡなどの交渉に入る過程を確認す

る。従来のＦＴＡ同様に輸出拡大を目指すことは

同じでも、単なる外需の拡大ではなく、徐々に通

商ルールの策定などを重視するようになっていく

過程となる。３章では、米国が輸出を拡大する必

要性として、米国内の製造業の動向を確認する。

製造業の雇用は量的、質的に低下してきたことか

ら、ＦＴＡを含む政策サポートによる製造業の復

活によって、雇用の量的、質的拡大を目指す戦略

にシフトした可能性を指摘する。これらの政策は、

潜在成長率の低下懸念が背景の一つであり、米国

の中長期的な経済成長を促す戦略の一環として、

ＦＴＡを活用している可能性を結語とする。なお、

安全保障面からの動機については、本稿では対象

としていない。

１章　金融危機以前のＦＴＡ締結
動向（2008年頃までの通
商政策）

1971 年のニクソンショック以降、ＧＡＴＴ（関

税と貿易に関する一般協定）などに支えられたブ

レトン・ウッズ体制が揺らぎ始めた。1980 年代

にかけて、それまでのブレトン・ウッズ体制のも

とでの自由貿易と比べると、世界の貿易体制は保

護貿易的な色彩を帯び始め、米国の通商政策も同

様に、アンチ・ダンピングや相殺関税といった保

護主義的な政策の存在が目立つようになった。Ｕ

ＳＴＲ（米国通商代表部）に各国の不公正な貿易

慣行や輸入障壁の是正を求めて交渉させ、交渉

が進まない場合には報復関税を実施するという

「スーパー 301 条」は、1988 年から２年間の時

限立法として施行された。保護貿易的な政策の象

徴的存在と言えるだろう。

２国間での交渉が優先され始めた背景の一つに

は、1980 年代に米国の貿易収支および経常収支

の赤字基調が定着し、拡大し始めたにもかかわら

ず、多国間で交渉するＧＡＴＴの貿易交渉が難航

したことである。ＦＴＡも２国間の通商政策の一

つとして模索され始め、1985 年に米国の最初の

ＦＴＡとなる対イスラエルのＦＴＡが発効した

（図表１）。1989 年には対カナダＦＴＡが発効し、

1994 年に発効するメキシコを含むＮＡＦＴＡ

（North American Free Trade Agreement：北米自

由貿易協定）に展開。さらに、対ヨルダン、シン

ガポール、チリとの２国間ＦＴＡが締結された。

また、交渉は現在も中断されたままだが、キュー



20 大和総研調査季報　2013 年 秋季号 Vol.12

バを除く米州 34 カ国による米州自由貿易地域（Ｆ

ＴＡＡ：Free Trade Area of the Americas）が提

起された。

1990 年代後半になると、貿易赤字の急増がＧ

ＤＰ成長率を押し下げ、貿易赤字額は看過できな

いほどに膨らんだ。米国の場合、ＧＤＰに占める

貿易総額である貿易依存度は国際的に低い水準

で、海外経済の重要度は相対的に小さいが、それ

でも貿易依存度は上昇を続け、2001 年に中国が

世界貿易機関（ＷＴＯ）加盟を承認されるなど、

次第に世界経済との積極的な関与を必要とするよ

うになった。ＩＴバブル崩壊後、2002 年に議会

からＴＰＡ（大統領への貿易交渉促進権限）を得

たブッシュ（子）政権は、積極的な貿易交渉を行

い、ＷＴＯのドーハ・ラウンドの交渉と並行しつ

つ、ＦＴＡ戦略を展開させた。一部のＦＴＡの批

准手続きはオバマ政権時だが、2005 年に発効に

至った対オーストラリアＦＴＡや、調印まで進ん

だ対韓国ＦＴＡを含め、米国のＦＴＡの多くが、

ブッシュ（子）政権の時期に交渉、締結されている。

ＴＰＰについてもブッシュ（子）政権で参加が表

明された。ただし、いくつかの交渉は失敗するな

ど、全ての交渉が締結に至ったわけではない。

米国が締結しているＦＴＡは、貿易の自由化の

みならず、投資家や知的所有権の保護も含まれる。

ＦＴＡによって国際的な貿易環境の安定とＦＴＡ

相手国の市場開放、そして明確な通商規約の作成

と公平な法律・規制の適用・強化につながるとさ

れている。米国は貿易障壁を削減し、米国企業を

世界市場に容易に進出させ、米国企業の利益を保

図表１　米国のＦＴＡ締結のあゆみ

発効年

1985 米イスラエルＦＴＡ

1989 米カナダＦＴＡ

1994 ＮＡＦＴＡ（米カナダＦＴＡが停止され、メキシコを含めてＮＡＦＴＡが発効）

2001 米ヨルダンＦＴＡ

2004 米シンガポールＦＴＡ

2004 米チリＦＴＡ

2005 米オーストラリアＦＴＡ

2006 米モロッコＦＴＡ

2006 米バーレーンＦＴＡ

米・中米・ドミニカ共和国ＦＴＡ： ＣＡＦＴＡ-ＤＲ
（エルサルバドル、ホンジュラス、ニカラグア、グアテマラ：2006年）
（ドミニカ共和国：2007年）（コスタリカ：2009年）

2009 米オマーンＦＴＡ

2009 米ペルーＦＴＡ

2012 米コロンビアＦＴＡ

2012 米韓ＦＴＡ

2012 米パナマＦＴＡ

（出所）米国通商代表部から大和総研作成

2006-
2009
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護するため、これまで 20 カ国とＦＴＡを締結し

てきた１。2010 年には、米国の輸出の４割強を

ＦＴＡ締結国が占め、それ以外の国々と比べて速

い速度で輸出が増加している２。

このうち、代表的なＦＴＡとしては、ＮＡＦＴ

Ａと米韓ＦＴＡがある。

1994 年に発効したＮＡＦＴＡでは、免税対象

外であった品目も含めて 2008 年までに全品目が

免税となったほか、量的規制も撤廃され、ＮＡＦ

ＴＡは世界最大の自由貿易地域となった。2012

年のＮＡＦＴＡ委員会会合において、1993 年か

ら 2011 年にかけて、ＮＡＦＴＡ間の貿易は 2,880

億ドルから１兆ドルに達し、実に３倍以上も増加

したことが報告され、ＮＡＦＴＡ締結３カ国間の

貿易と投資の増加、および３カ国の競争力向上に

も貢献しているとされた。加盟３カ国は、ＮＡＦ

ＴＡのメリットをあらためて認識し、さらなる貿

易と投資の拡大、行政コストの削減、そして競争

力の強化に合意した３。

また、2007 年６月に締結、2012 年３月に発

効した米韓ＦＴＡは、米国にとって通商上最も重

要なＦＴＡの一つとされる。米韓の貿易におけ

る消費財および工業製品の約 80％が免税となり、

施行から５年以内（2016 年）には約 95％が免

税、10 年以内（2021 年）にはほぼ全てが免税

になることが予定されている。2007 年時点で、

米国際貿易委員会（ＩＴＣ：International Trade 

Commission）は、米韓ＦＴＡにより米国から韓

国への輸出は、年間約 100 億ドルに達し、年間

100 億～ 120 億ドルが米国のＧＤＰに加算され

ると見積もられていた。

２章　金融危機以降
１．米国経済と外需　－ＮＥＩ（国家輸
出イニシアティブ）構想

米国がＴＰＰを含むＦＴＡ交渉を進める背景と

して、ＮＥＩ（National Export Initiative：国家

輸出イニシアティブ）を踏まえる必要がある。オ

バマ大統領は、金融危機からの回復の緒にあった

2010 年１月の一般教書演説において、2014 年

までの５年間に米国の輸出を２倍に増加させる目

標を掲げ、同年３月、ＮＥＩの行政命令を発した。

ＮＥＩは、米国の輸出を促進する初めての包括的

なストラテジーであり、米国の長期的な経済成長

を強化する新たな基礎を築き、米国製品・サービ

スの輸出を増加させることによって、200 万人の

雇用創出を目指すと同時に、世界における新市場

の開拓への期待が込められている。

サブプライム・ローン問題に端を発する経済の

低迷で、2009 年の雇用者数は毎月大幅に減少し、

ＧＤＰ成長率は大きく落ち込んだ。2008 年から

2009 年にかけて、米国経済の落ち込みを実質Ｇ

ＤＰの需要項目別に見ると、主な需要項目は軒並

みＧＤＰを押し下げるマイナス寄与となる一方

で、政府支出と純輸出がプラスに寄与し、ＧＤＰ

の落ち込み幅を緩和させていた（図表２）。年間

１兆ドルを超える財政赤字が持続的であるはずも

なく、政府支出の拡大が緊急避難的な対応であっ

たとすれば、経済を立て直し、雇用を増やすため

には、外需拡大を目指すのは当然なされるべき一

つの方策だったと考えられる。2010 年初の一般

教書演説に先立つ 2009 年 11 月には、オバマ大

―――――――――――――――――
１）http://www.ustr.gov/trade-agreements/free-trade-agreements
２）http://trade.gov/fta
３）http : / /www.ustr .gov/about-us/press-of f ice/press- re leases/2012/apr i l / jo int -s tatement-2012-nafta-

commission-meeting
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図表２　米国の実質ＧＤＰと寄与度

（出所）ＢＥＡ、Haver Analyticsから大和総研作成
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図表３　ＮＥＩが取り組む ８つの課題項目

優先すべき項目１：中小企業による輸出

政策提言、輸出の促進、輸出融資により、中小企業の輸出支援を行う。

企業の輸出能力を大幅に高めるために、連邦政府の貿易促進プログラムを向上させる。

貿易促進の重要な一環として、米企業を貿易ミッションに参加させることによって各国ローカル
市場におけるビジネスを確立させ、その後、米企業の世界市場への進出、拡大を図らせる。

政府の強力な援助を受けている外国企業に国際市場で対抗できるよう、米国企業に対して公平な
競争の場を与える。

輸出融資は極めて重要であるものの、民間セクターからの十分な信用を得ることができないため、
輸出入銀行のような政府の貿易・投資融資機関が信用支援を行う。

米国の輸出成長の鍵は貿易相手国の経済成長にあり、貿易相手国に対し、国内需要（特に消費）
を刺激することによって貿易黒字削減政策を求め、輸入需要を増加させる。

継続した輸出成長のためには貿易障壁の削減が決定的であり、貿易障壁の削減によって米国の
製造業、農業、酪農、サービスセクターに対する海外市場アクセスを向上させる。

優先すべき項目８：サービスセクターの輸出促進

従来の政策提言や輸出促進において、サービスセクターが見落とされている。サービスセクター
は米経済最大のコンポーネントであり、米国のＧＤＰの約70％を占めるほか、国内の雇用を創出
する上での最重要セクターであることから、サービスセクターの輸出促進を強化する。

（出所）ホワイトハウスから大和総研作成

優先すべき項目２：連邦政府による輸出援助

優先すべき項目３：貿易ミッション

優先すべき項目４：通商政策提言

優先すべき項目５：輸出信用の強化

優先すべき項目６：マクロ経済の不均衡是正

優先すべき項目７：貿易障壁の削減
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統領がＴＰＰ交渉参加を改めて表明し、2010 年

３月に行われた第１回目のＴＰＰ交渉会合から参

加している。

オバマ大統領は、ＮＥＩ公表時に、中国人民元

の「為替調整の必要性」に言及した。だが、輸出

先の経済動向や為替調整は米国政府が必ずコント

ロールできるものではなく、為替調整のみでの一

般教書演説で掲げられた輸出倍増という目標達成

は困難である。輸出倍増を目指すにあたり、国務

長官、財務長官、農務長官、商務長官、労働長

官を含めた輸出促進閣僚会議（Export Promotion 

Cabinet）が設置された。

輸出促進閣僚会議はＮＥＩ発表から半年を経た

2010 年９月、ＮＥＩに取り組む上で優先すべき

８つの課題項目に関する勧告を出した（図表３）。

この勧告は、ＮＥＩの①政策提言と貿易促進の向

上、②輸出融資への支援拡大、③貿易障壁の撤廃、

④貿易規則の施行、⑤強固かつ継続可能で安定し

た成長の促進――という５つの観点において適用

され、また、多くの連邦政府機関の分野を超えた

輸出促進に焦点を当てている。取り組む課題には、

輸出業者の支援と輸出能力を高めることのみなら

ず、各国の貿易政策・貿易慣行の是正を求めるこ

とが含まれている。具体的には、米国企業の活動

の舞台を公平なものにすることと、貿易障壁の削

減、競争力の高いサービスセクターへの支援とし

て、知的財産の保護を実施していくこと、などが

挙げられている。

背景として考えられるのは、同年の大統領経済

報告であり、「通商ルールの執行と貿易による利

益が広範に共有されるよう確保する政策が重要」

だとされている。通商政策は、段階的な自由化な

どを経るため、直ちに効果が得にくいものの、輸

出促進閣僚会議の勧告に含まれるような、初めて

輸出を行う企業にとって高いハードルとなる初期

費用の削減が輸出促進効果を持つという考えであ

る。特に７番目の課題に挙げられている「貿易障

壁の削減」は、ＷＴＯドーハ・ラウンドの合意、

パナマ、コロンビア、韓国との２国間ＦＴＡの議

会批准、そしてＴＰＰ交渉への参加ということに

なろう。2013 年の大統領経済報告でもこうした

考えは引き継がれており、米国企業のために開放

的かつ透明な市場アクセスを新興市場経済から確

保することは、決定的に重大であるとしている。

２．ＮＥＩの進捗動向とＦＴＡへの評価

2009 年から 2011 年までのＮＥＩの進捗動向

は、商務省によれば４、2011 年の輸出額は 2009

年から 34％増加して 2.1 兆ドルに達し、輸出に

支えられた雇用は 120 万人増加したとされてい

る。さらに、2012 年までの成果は、ＵＳＴＲに

よる大統領通商政策課題報告書でも触れられてい

る。輸出は 2009 年比で 39％増、100 万人以上

の雇用を生み出したとし、2012 年に世界経済が

停滞したことを踏まえれば、評価されるべき成果

とされている。

2012 年は、世界経済の停滞にもかかわらず、

米国の輸出額は過去最高額の 2.2 兆ドルを記録し

た５。特に米国のＦＴＡ締結相手国との輸出が増

加したほか、自動車および農産物の輸出が最高と

なり、旅行・観光セクターも好調であった。ま

た、2009 年以来の大幅な輸出増加により、米国

―――――――――――――――――
４）http://www.commerce.gov/blog/2012/03/12/two-year-anniversary-national-export-initiative-successes-

abound
５）http://www.commerce.gov/news/fact-sheets/2013/02/19/fact-sheet-national-export-initiative
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の民間部門における雇用は、2012 年の 12 カ月

間で 227 万人増加。米国の名目ＧＤＰにおける

輸出の割合は 2012 年に 13.5％となり、過去最

高を記録した 2011 年と同レベルとなった（図表

４）。2012 年の輸出額は 2009 年の 1.4 倍である。

これは、海外経済の回復に加え、輸出促進努力、

輸出融資支援、米国企業に対するＦＴＡ圏内への

輸出促進、貿易障壁削減の取り組みと新たな貿易

協定の締結、国際協定に基づく米国の通商権の強

化、輸出入への悪影響となる不正貿易行為の積極

的な調査、から成るオバマ政権による米企業への

一連の輸出促進支援の成果とみられる。ただし、

2009 年比で倍増するためには、2013 年と 14 年

に輸出は平均 20％以上伸びる必要があり、2014

年までの輸出倍増という目標の達成は容易ではな

い。

2013 年の大統領通商政策課題報告書では、鉱

物性燃料の輸出増加も指摘されている。いわゆる

シェール革命の恩恵によって、輸出が増加した面

が含まれており、ＦＴＡ締結国が増えることで、

シェールガス・オイルの輸出が本格化することへ

の期待があるだろう。

一方、これまで米国が締結してきたＦＴＡに対

して、ワシントンＤＣのリベラル系シンクタンク

の Economic Policy Institute（ＥＰＩ）の報告書６

は、2010 年の米国のメキシコに対する貿易赤字

が 972 億ドルに達し、米国の 68 万 2,900 人の雇

用が失われたと指摘している（うち 11 万 6,400

人の雇用喪失は、2007 年～ 2010 年にかけての

リーマン・ショックによる失業）。米議会や政府機

関は、米韓ＦＴＡ締結の際にも、米国の輸出増加

と雇用拡大につながると同様に主張していたもの

の、ＥＰＩは米韓ＦＴＡも米国の貿易赤字の増加

と雇用喪失につながる恐れがあると警告している。

また、会員 1,200 万人超、56 の組合から成

る米国最大の労働組合、米労働総同盟・産業

別 労 働 組 合 会 議（ Ａ Ｆ Ｌ - Ｃ Ｉ Ｏ：American 

Federation of Labor and Congress of Industrial 

Organizations）は、ＮＡＦＴＡにより米国の貿

易赤字は、ＮＡＦＴＡ発効１年前の 1993 年の

図表４　米国の輸出額とＧＤＰに占める比率（名目）

（出所）ＢＥＡ、 Haver Analyticsから大和総研作成
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―――――――――――――――――
６）http://www.epi.org/publication/heading_south_u-s-mexico_trade_and_job_displacement_after_nafta1/

750 億ドルから、今日の

5,400 億ドル（名目）へ

と著しく増加したと指摘。

実質ベースの貿易収支で

見ても赤字額が拡大して

いることに変わりはない

とする。米国のＦＴＡは

企業優先の規制緩和、税

制、民営化の推進となる

だけで、労働者の経営サ

イドに対する交渉力を弱

め、失業と貧富の差の拡
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大、賃金の下落、民主的なガバナンスの弱体化に

つながっていると、米国のＦＴＡを長年にわたっ

て批判している 。

米韓ＦＴＡの交渉過程においても、多くの反対

の声が上がっていた。米国の自動車メーカーは、

韓国の自動車輸入障壁の点で強く反対した７。だ

が、2010 年 12 月、自動車に対する関税の段階

的廃止や自動車への新たなセーフガード条項の追

加、そして韓国側が米国の安全基準に基づいた自

動車輸入について譲歩した結果、全米自動車労働

組合（ＵＡＷ：United Auto Workers）とともに

米韓ＦＴＡの容認に転じた。また、鉄鋼メーカー

も反ダンピングおよび相殺関税といった米国の

貿易救済措置の弱体化につながる懸念から米韓

ＦＴＡに反対の意を表していた。この懸念に対

し、両国がＷＴＯ協定の下に貿易救済措置を取る

ほか、貿易救済措置委員会（Committee on Trade 

Remedies）という協議委員会を設置し、貿易救

済措置に関する情報共有などを行うことで、鉄鋼

メーカーも譲歩に至った。もっとも、労働組合の

ＡＦＬ - ＣＩＯは、反対の姿勢を継続した。

発効から 10 年以上を経てもなおＮＡＦＴＡへ

の反発は根強く、オバマ大統領は 2008 年の大統

領選でＮＡＦＴＡを見直すことを公約に掲げてい

たほどである。工場や雇用の海外移転によって、

自由貿易から得られる利益は平等にもたらされな

いという不満があり、自由貿易によって利益を失

う企業や産業などから、ＦＴＡなどを通じたグ

ローバリゼーションへの反対がある。ＦＴＡに対

する、輸出競合産業と輸入競合産業の間で、主張

の違いの存在が指摘できるだろう。

３章　世界経済と国内産業の結び
つき

１．低下する製造業の存在感
ＦＴＡを交渉する対象国によって、産業の優位、

劣位は異なるが、米国の財貿易の収支が赤字であ

る一方で、サービス収支は一貫して黒字を続けて

きた。総体として米国のサービスセクターは国際

的に優位にある。農業は貿易相手国によって異な

るが、おおむね優位にあり、ＦＴＡを巡る議論は、

製造業が国内経済にどう位置づけられるかという

問題に換言できるだろう。

近年、米国製造業の国内での存在感の低下が、

ＧＤＰのシェアや雇用者数のトレンドに表れてい

る。例えば、米国の雇用データを見てみると、製

造業雇用者数は、1979 年の 1,943 万人をピーク

に 20 年間は緩やかに減少し、2000 年以降急激

に減少した（図表５）。その後も減少傾向が続い

たが、2010 年頃から回復の兆しを見せ、2011

年に 1990 年代以来初めて雇用者数が増加したと

ころである。それでも、非農業部門雇用者数に

占める製造業の比率は９％程度にとどまる。名

目ＧＤＰにおける 2012 年の製造業のシェアも、

1950 年代の 25％超から徐々に低下し、2009 年

をボトムにわずかに高まっているが、1970 年代

の 20％前後から半減して 10％をわずかに上回る

程度にすぎない。

米国製造業の単位労働コストの動向を確認する

と、傾向として単位労働コストの上昇には生産性

上昇ペースの鈍化があり、遅れて雇用者報酬の伸

びも鈍化している（図表６）。生産性の伸びの鈍

化が単位労働コストを押し上げたため、企業は雇

―――――――――――――――――
７）http://fpc.state.gov/documents/organization/89919.pdf
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用者報酬を圧縮してきた可能性がある。しばしば

指摘される労働市場の質の回復の遅れには、賃金

の伸び悩みも含まれる。労働組合の影響力低下が

指摘されることもあるが、生産性の低下に伴い、

製造業の雇用は量的のみならず、質的側面でも低

期目の 2009 年９月に公表されていた「米国イノ

ベーション戦略」10 で、イノベーション（技術革

新）を通じて米国企業の競争力を目指すことが掲

げられていた（2011 年２月に更新）。同戦略には、

クリーンエネルギーやナノテク、教育効果を向上

図表５　米国の製造業雇用者数の推移

（出所）ＢＬＳ、Haver Analyticsから大和総研作成
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図表６　米国の製造業の単位労働コストの分解

（出所）ＢＬＳ、Haver Analyticsから大和総研作成
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―――――――――――――――――
８）http://www.whitehouse.gov/sites/default/files/nei_report_091510_extended.pdf
９）http://www.manufacturing.gov/welcome.html
10）http://www.whitehouse.gov/administration/eop/nec/StrategyforAmericanInnovation

下してきたと考えられ

る。

2010 年 ９ 月 の 輸 出

促進閣僚会議における

勧告では、ＮＥＩ推進

による輸出倍増の目的

として、雇用の拡大を

挙げている。輸出に関

わる企業の収益はそう

でない企業よりも高く、

輸出が生産性と賃金を

上昇させることが指摘

され、輸出による雇用

拡大の根拠となってい

る８。米国の製造業は、

全民間セクターの研究

開発の７割、米国の輸出

の６割と、米国の特許の

大半を占めており９、Ｇ

ＤＰに占める比率は低

下してきたものの、引

き続き米国経済の成長

を支える主要因である

ことに変わりはない。

製造業復活を期待する

ことは、オバマ政権１
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させる技術、医療技術などの分野が含まれ、政府

は市場環境の整備や投資の促進を促すという内容

である。2013 年の大統領経済報告では、イノベー

ションそのものの重要さに加え、製造業の生産活

動を通じて、他の経済主体に波及効果（スピルオー

バー）がもたらされることを指摘し、製造業の重

要さを改めて説いている。

２．インソーシングと製造業の位置付け
変化

オバマ大統領は、2012 年１月に「Insourcing 

American Jobs」フォーラムをホワイトハウスで

開催し、政府関係者や州知事、そして米国にイン

ソーシングを行った（米国に回帰した）、あるい

は行う予定の企業を招き、米国へのインソーシン

グを奨励するための対策について審議を行った。

続く 2012 年の一般教書演説の中において、オ

バマ大統領は、米国の製造業における雇用が増加

したことに触れ、米国に回帰（インソーシング）

し、雇用を創出する企業に税制上の優遇措置を与

えるなどの支援計画を発表した 11。同年３月には、

米国の製造業の競争力を高め、国内における投資

助成のために、10 億ドルを投資して地方の製造

ハブとなる製造イノベーション研究所を全国に

最大 15 カ所設立することを提案し、同時に、全

米製造イノベーションネットワーク（ＮＮＭＩ：

National Network for Manufacturing Innovation）

の構築 12 も連邦議会に対して訴えた。

２期目を目指した 2012 年の大統領選では、製

造業による 2016 年末までの 100 万人の雇用創

出を目標として掲げ、雇用の創出と維持のため

に “Made in America” の製造業を強化し、今後５

年間に米国製品の輸出を２倍に増加させると唱え

た。2011 年に更新された「米国イノベーション

戦略」と合わせて考えると、米国は、強力な国家

を維持するために、高付加価値の製品と先進技術

に対する投資・生産を行い、国際的に競争できる

製造業が必要であることを認識してきたと言えよ

う。雇用拡大のために輸出増加を目指すだけでは

なく、米国が企業のイノベーションを通じて、国

際的な競争力を有し、雇用創出を行うことができ

るモノ作りの力を確立することが目指されている

ことになる。

2013 年の一般教書演説においても、オバマ大

統領は、製造業への投資による雇用拡大を最重

要課題として掲げ、再度計画を発表した 13。イン

ソーシングによる米国の製造業への投資拡大と復

活、製造業における雇用増加、そして米国製品の

輸出増加を目指す米国政府の意気込みがうかがわ

れる。４月に発表されたオバマ大統領の 2014 会

計年度の予算案の中でも、米国へのインソーシン

グと雇用創出を奨励し、企業が米国での納税を回

避するための、海外への利益移転行為を防止する

ために、税制改革を提案している。

量的な輸出拡大は望ましいものの、仮に労働集

約的な輸出製造業が国内回帰しても賃金の伸び

は期待し難い。オバマ大統領は、米国経済の再生

は、新産業の育成とイノベーションを通じた新し

いプロダクトの開発を通じて実現すると述べてい

る。シェール革命に伴うエネルギーコストの低下

―――――――――――――――――
11）http://www.whitehouse.gov/the-press-of f ice/2012/01/25/fact-sheet-pres ident-obama-s-bluepr int-

support-us-manufacturing-jobs-dis
12）http://manufacturing.gov/nnmi.html
13）http://www.whitehouse.gov/the-press-off ice/2013/02/13/fact-sheet-president-s-plan-make-america-

magnet-jobs-investing-manufactu
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もあって、先進的製造業がけん引役となることで、

生産性の向上と労働分配率の引き上げ余地が生ま

れる可能性があるだろう。それは雇用の質的改善

そのものとなるだろう。

ＦＴＡで関税だけではなく、米国が知的財産保

護などを求める背景として、競争力を有するサー

ビスセクターのためだけではなく、先進的製造業

にグローバルな活動の舞台を提供するという側面

を持つと考えられる。もうひとつは、製造業が国

内回帰するための投資をサポートする面もあると

考えられる。2011年６月、オバマ大統領によって、

“Select USA” プログラム 14 が発せられた。このプ

ログラムは、海外に流出した雇用を米国に戻すた

めに、米国内における投資拡大を目的とした初の

連邦政府プログラムである。ポイントは米国企業

の国内回帰と海外企業の対米投資を分けない点で

あり、必ずしも米国企業に限っているわけではな

い。内外からの投資拡大のためには、法人税率の

引き下げなどの論点もあるが、投資環境の整備と、

内外からの需要拡大も必要であり、ＦＴＡは対米

投資拡大の環境づくりでもある。

３．新たなＦＴＡ交渉

2012 年において、アジア太平洋地域への米国

製品の輸出は 9,420 億ドルで、輸出全体の 61％

を占めた。うち、農産物に関しては 1,060 億ド

ル、米国の農産物輸出全体の 75％を占めた。ま

た、サービスセクターのアジア太平洋地域への

輸出は、2011 年において 2,260 億ドルで、サー

ビスセクターの輸出全体の 38％を占めた。米国

の中小企業単独のアジア太平洋地域への輸出は、

2011 年に 2,470 億ドルに達している 15。2012

年に３つのＦＴＡ（コロンビア、韓国、パナマ）

が発効したことで、2010 年の第１回会合から交

渉に参加していたＴＰＰに、日本が交渉に参加し

たことから、通商政策上より重要な課題になった。

米国は、アジア太平洋地域においてより積極的

な役割を果たすことによって、外交政策の最重

要課題をアジア太平洋地域へシフトすることを目

指している（Pivot to Asia）。“Made in America”

の製造業を強化し、輸出を倍増させる手段とし

て、世界人口と貿易の 40％を占め、世界ＧＤＰ

の 50％以上を生み出し、かつ経済的に最も成長

している国々が含まれているアジア太平洋地域

に、米国製品に市場を開放するようＴＰＰ交渉を

進めている。特に、知的財産、サービスや投資の

自由化は、米国も強い関心を持っている分野だと

みられるが、金融、ＩＣＴ（情報通信技術）、流通、

専門家サービスは生産ネットワークを支える側面

を持つと考えられる。

ＴＰＰについては、他のＦＴＡ同様の輸出拡大

動機の他に、アジアシフト戦略（Pivot to Asia）が

あり、さらに 2012 年 10 月にＴＰＰ交渉にカナ

ダとメキシコが参加したことで 2008 年の大統領

選でオバマ大統領が公約として掲げていたＮＡＦ

ＴＡ見直し論を検討する機会を与えたことになる。

また、2013 年は、新たなＦＴＡ交渉として、

いわゆる米欧ＦＴＡの交渉が始まった。オバマ

大統領は 2013 年の一般教書演説において、米

国のさらなる雇用創出のために、欧州（ＥＵ）

と包括的な環大西洋貿易投資パートナーシップ

（ Ｔ Ｔ Ｉ Ｐ：Transatlantic Trade and Investment 

―――――――――――――――――
14）http://selectusa.commerce.gov/
15）http://www.ustr .gov/about-us/press-off ice/fact-sheets/2011/november/united-states-trans-pacif ic-

partnership
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Partnership）、米欧ＦＴＡの交渉開始予定を発表

した。米欧は、関税の段階的廃止と貿易障壁の標

準化に焦点を当て、貿易拡大による経済的かつ政

治的に密接な関係を築き上げることによって、米

欧の低迷する経済成長を強化し、台頭するアジア

やラテンアメリカ諸国との競争に打ち勝つことを

目指している。オバマ大統領が一般教書演説の中

で米欧ＦＴＡの交渉開始予定を発表した背景に

は、2011 年 11 月から行われていた米欧の雇用

および成長に関するハイレベルワーキンググルー

プの最終報告書 16 が一般教書演説の前日に提出

されたことによる。同報告書は、米欧の規制問題

も含め、包括的な米欧貿易・投資協定に取り組む

重要さを勧告しており、オバマ大統領の一般教書

演説の翌日には、米欧が米欧ＦＴＡの交渉開始を

発表した。

米欧間の貿易において、農産物に関する問題が

長年の障害となっていることも事実である。この

ため、米国における米欧ＦＴＡへの要求としては、

ＥＵは米国からの農産物輸入に向けた市場開放

と、農産物輸入に関する貿易障壁を緩和すべきと

の指摘がある。一方、米欧ＦＴＡに関しては、過

去に低賃金の新興国とのＦＴＡ交渉で発生してき

た米国の労働組合からの強い反対が今のところな

く、一部報道 17 によると、英国のキャメロン首

相やドイツのメルケル首相も、低迷している経済

のために米欧ＦＴＡへの支持を表明した。米国と

ＥＵは、文化的にも法的にも共通点が多いことか

ら、米欧ＦＴＡ交渉は今後、比較的容易に進むも

のと予測される。

ただし、本稿執筆時点（2013 年９月）では、

ＦＴＡはＴＰＰと対欧ＦＴＡが交渉中ということ

になるが、オバマ政権は貿易交渉促進権限（ＴＰ

Ａ：Trade Promotion Authority）を得ていない。

ＴＰＡはＦＴＡの交渉手段として利用され、議

会が修正または議事妨害を行わずに、90 日以内

に国際協定の採決を行うことを要求するもので、

2007 年に失効したままである。オバマ政権は、

ＴＰＡが有効であるかのように交渉を進めている

が、他の交渉国に対し、米国との合意事項が議会

で覆されないためにも、議会によるＴＰＡの更新

が求められる。

４章　成長戦略の一端を担うＦＴ
Ａの位置付け

2010 年初よりも米国経済は回復したが、労働

市場の質の回復が遅れている。例えば、パートタ

イマーとして働く人の比率が高止まりしているこ

とや、賃金の伸び悩み、長期失業者の存在などが

指摘できよう。輸出倍増を掲げた 2010 年の大統

領経済報告では、輸出関連の雇用は生産性、賃金

などが高く、相対的に質が高いとされ、引き続き

輸出拡大と輸出関連の雇用の拡大が必要とされ

た。経済成長と雇用の増加のみならず、生産性と

労働者の生活水準を維持向上させるためにも輸出

拡大は重要ということである。2013 年の大統領

経済報告では、サービスセクターなど他の主体へ

の波及効果を含めて持続的な経済を創り出すため

に製造業を強化し、教育などや税制改革、イノベー

ションの促進に加えて、貿易の促進がオバマ政権

の優先事項であることを述べている。

―――――――――――――――――
16）http://ec .europa.eu/enterpr ise/pol ic ies/ internat ional/cooperat ing-governments/usa/ jobs-growth/

index_en.htm
17）The New York Times “A Running Start for a U.S.-Europe Trade Pact”
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ＦＴＡについては、2012 年に３つのＦＴＡが

発効したものの、これまでが相対的に小規模で、

2014 年までの輸出倍増という目標達成には大き

な貢献は期待し難い。ただし、「輸出倍増」を掲

げた 2010 年は、まだ金融危機対応に追われてい

たが、米国経済の緩やかな回復に伴い、長期化が

懸念されていた危機対応として外需拡大を求める

必要性は低下し、「輸出倍増」を厳密に達成させ

る必要性は低下したと考えられる。また、「シェー

ル革命」による貿易赤字縮小の期待が高まり、通

商政策は変化している可能性がある。すなわち、

ＦＴＡに求められていることは、「量的な輸出拡

大と輸出拡大を通じた雇用の拡大」のみならず、

「将来の通商ルールの更新・徹底と質的改善を伴

う雇用の拡大」にも拡大している可能性がある。

2012 年、2013 年の一般教書演説で製造業の

インソーシングによる雇用拡大を最重要課題とし

て掲げ、“Made in America” の復活を目指すこと

を強調している。一般教書演説の主要項目を振り

返ると（図表７）、オバマ政権は米企業の競争力

強化を促し、企業が米国内により多くの富を分配

できる環境を目指している様子がうかがわれるだ

ろう。長期的な観点からは、米国経済の構造的な

労働生産性の低下、労働参加率の低下による潜在

成長率の低下が懸念される。ＦＴＡは、先進的製

造業のイノベーション、対米投資を促す “Select 

USA”、移民政策を含む高度人材育成計画などと組

み合わせることで、輸出や雇用の量的・質的拡大

のみならず、米国内での投資を促し、中長期的な

経済の生産性向上や競争力の強化を担う成長戦略

の一端を担っていると考えられる。

図表７　2013年 オバマ大統領の一般教書演説の主要項目

・財政再建、社会保障制度改革
・富裕層増税含む税制改正
・中間層の雇用創出、最低賃金引き上げ
・法人税率引き下げ、研究開発投資減税の拡充と恒久化
・製造業の国内回帰、エネルギー開発、ＦＴＡの推進
・老朽化したインフラへの投資
・ハイスキルの移民
・女性の社会進出、ＳＴＥＭ（科学・技術・工学・数学）教育、
　幼児教育の推進

（出所）ホワイトハウスより抜粋、大和総研仮訳
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